
平成２１年１１月２５日（水）

平成２１年度中間決算

―  説明用資料 ―



 １．契約の状況

　（１） 件数・年換算保険料

① 新契約件数・新契約年換算保険料
（単位：千件、億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計　…①

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり
の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 医療保障・生前給付保障等については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付
（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、
介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

３． 件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。また、年換算保険料には、転換による純増加を含ん
でいます。

② 保有契約件数・年換算保険料
（単位：千件、億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり
の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 医療保障・生前給付保障等については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付
（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、
介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

　（２） 新契約高、解約・失効高（率）、保有契約高

① 新契約高と解約・失効高（率）〔個人保険＋個人年金保険〕
（単位：億円、％）

新契約高

解約・失効高

解約・失効率

（注）１． 新契約高は、新契約＋転換純増の数値を表示しています。
２． 解約・失効の数値は失効後復活契約を失効と相殺せずに算出しています。

② 保有契約高
（単位：億円、％）

個人保険

（注）１． 個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後
契約の責任準備金を合計したものです。

２． 団体年金保険については、責任準備金の金額です。

【解約・失効】
○解約・失効高については、前年同期比５．６％
　減少の１兆１，４４３億円となった。
○解約・失効率については、前年同期から
　０．１２ポイント悪化して３．２２％となった。

【新契約高、保有契約高】
○保障額が小額な医療保障重視型商品の販売増加
　や、大口の法人契約の減少、銀行窓販での一時
　払変額年金保険等の販売休止により、死亡保障
　ベースの新契約高は、前年同期比２１．７％減
　少の４，２４１億円となり、保有契約高（個人
　保険＋個人年金保険）についても、前年度末比
　４．６％減少の３４兆０，８６３億円と減少傾
　向が続いている。

【新契約件数・新契約年換算保険料】
○個人保険と個人年金保険合計の新契約件数は、
　前年同期比１．９％減少の９万２千件となった。
○個人保険と個人年金保険合計の新契約年換算保
　険料は、本年４月より銀行等における一時払変
　額年金保険等の販売を休止した影響で、銀行窓
　販の新契約件数が前年同期比７４．０％減少、
　新契約年換算保険料が同９７．６％減少したこ
　とを主因として、同２５．８％減少の１４５億
　円となった。

○個人保険の新契約件数は、前年同期比７．３％
　増加の８万８千件となった。
○個人保険の新契約年換算保険料は、大口の法人
　契約（事業保険）の減少や転換契約の割合増加
　に伴う１件あたりの新契約年換算保険料の小口
　化により、前年同期比３．６％減少の１３５億
　円となった。
○ただし、当社が販売を強化している総合保障型
　商品の新契約件数が前年同期比１０．５％増加、
　新契約年換算保険料が同４．９％増加、医療保
　障重視型商品の新契約件数が同３５．０％増加、
　新契約年換算保険料が同１８．３％増加した。
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【保有契約年換算保険料】
○個人保険と個人年金保険の合計では、新契約販売
　量が解約や満期等の減少をカバーできず前年度末
　比２．４％減少の５，８５５億円となったが、医
　療保障・生前給付保障等の第三分野が、新契約の
　増加に伴い前年度末比０．８％増加の１，２０１
　億円となった。
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 ２．損益の状況
（単位：億円、％）

経常収益

保険料等収入

資産運用収益

うち 利息及び配当金等収入

うち 有価証券売却益

うち 特別勘定資産運用益

その他経常収益

うち 責任準備金戻入額

経常費用

保険金等支払金

責任準備金等繰入額

資産運用費用

うち 有価証券売却損

うち 有価証券評価損

うち 特別勘定資産運用損

事業費

その他経常費用

経常利益（▲は経常損失）

特別利益

特別損失

うち 減損損失

契約者配当準備金繰入額

税引前中間純利益

法人税及び住民税

法人税等還付税額

法人税等調整額

法人税等合計

中間純利益

【保険料等収入】
○銀行等における一時払変額年金保険等の販売休止
　及び個人保険の保有契約高の減少に伴う平準払保
　険料の減少等により、前年同期比１８．４％減少
　（７１５億円減少）の３，１８３億円。
　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益減少要因〕

【事業費】
○物件費の圧縮等に伴い、前年同期比６．０％減少
（３６億円減少）の５７５億円。
　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【資産運用費用】
○前年同期と比較して有価証券評価損が大幅に減少
　し、特別勘定資産運用損が運用益に転じたこと等
　により、前年同期比７０．２％減少（７１３億円
　減少）の３０２億円。
　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【保険金等支払金】
○個人保険の満期保険金支払の減少を主因として、
　前年同期比６．０％減少（２２２億円減少）の
　３，４９５億円。
　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【資産運用収益】
○投資信託の分配金や国内株式の配当金の減少に伴
　う利息及び配当金等収入の減少や、有価証券売却
　益の減少はあったものの、金融環境の改善により
　特別勘定資産運用損が運用益に転じたことから、
　前年同期比２２．５％増加（２５２億円増加）の
　１，３７５億円。
　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕
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【経常利益、中間純利益】
○経常利益は前年同期から３４８億円改善して、
　２２２億円の経常利益となった。
○中間純利益は前年同期比６．３％減少（９億円減
　少）の１４２億円となった。

－ 2 － 三井生命保険株式会社



 ３．資産・負債等の状況
（単位：億円、％）

（資産の部）

現金及び預貯金

コールローン 　

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸付金

有形固定資産

無形固定資産

代理店貸

再保険貸

その他資産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

（負債の部）

保険契約準備金

再保険借

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

保険金等追加支払引当金

価格変動準備金

負債の部合計

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

【総資産】
○有価証券の時価上昇等により、前年度末比０．８
  ％増加（６１５億円増加）の７兆４，４４４億円
  となった。
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▲ 0

2,927

2,156

47,573

512

3,823

0.0
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 ４．一般勘定資産の構成、有価証券および不動産の含み損益

　(１) 資産の構成（一般勘定）
（単位：億円、％）

現預金・ｺｰﾙﾛｰﾝ

買入金銭債権

金銭の信託       

有価証券       

公社債      

株式      

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

貸付金       

不動産       

繰延税金資産       

その他

貸倒引当金

合計

（注）１． 上記資産には、現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金を含みます。同担保金は「債券貸借取引受入担
保金」として負債計上しています。(平成２０年度末：１，２５８億円、平成２１年度中間期末：
１，４５１億円）

２． 現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金の増減額は以下のとおりです。（平成２０年度：▲６４５億円、
平成２１年度中間期：１９３億円）

　(２) 有価証券の含み損益
　　　　　〔有価証券の時価情報 （売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの：一般勘定）〕

（単位：億円）

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

その他有価証券

公社債

株式

外国証券

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

合計

（注）１． 本表には、ＣＤ（譲渡性預金）等、金融商品取引法上の有価証券として取扱うことが適当と認められるも
のを含んでいます。 

２． 外貨建その他有価証券の為替換算差額の一部等については損益計算書に計上しています。上表では、決算
処理後の差損益を適切に開示するため、同為替換算差額等（平成２０年度末：▲１４３億円、平成２１年
度中間期末：▲２６１億円）を損益計算書に計上した後のベースでの差損益について記載しています。

３． 上表以外の含み損益として、時価のない有価証券のうち以下のものが計上されています。
・投資事業組合が保有する「その他有価証券」の評価差額の持分相当額（平成２０年度末：０億円、平成
　２１年度中間期末：該当なし）
・外貨建の非上場外国株式等の為替換算差額（平成２０年度末：▲６億円、平成２１年度中間期末：
　▲１４億円）

　(３) 不動産の含み損益
（単位：億円、％）

時価

貸借対照表価額

差損益

（注） 上記は、国内の土地および借地権を対象としています。なお、再評価は実施していません。

【有価証券の含み損益】
○金融環境の好転により、有価証券全体の含み損益
　は、前年度末から１，１８２億円改善して８５５
　億円の含み益となった。

【不動産の含み損益】
○不動産（国内の土地および借地権を対象）の含み
　損は、保有物件の地価下落に伴い、前年度末から
　６８億円増加して２８４億円となった。

※左表の合計＋８６９億円と、表下（注）３に
　記載の数値を合算しています。

【一般勘定資産の運用状況】
○ＡＬＭの推進を目的として、国内公社債の入れ替
　えを行い、主に責任準備金対応債券による超長期
　債の残高を積み増した。
○リスク抑制の観点から、国内株式投信を一部削減
　したこと等により、その他の証券の残高が減少し
　た。
○貸付金については、資金需要の後退等により残高
　が減少した。

＋ 324

4.8

0.5

＋ 256

＋ 949

＋ 423

▲ 210

4.4

60.0

4.6

5,998

8,92113.2

2,923

9.2

4.0

13.3

＋ 180

＋ 844

＋ 46

―

▲ 12

＋ 146

39.9

6.0

―

2,591

0.8

1,489

38,808

＋ 128

▲ 361

▲ 282

16,165

2,929

7,040

差損益

―

時価

▲ 9

66,979 100.0

▲ 0.1▲ 0.0

区 分

差損益

▲ 120

＋ 311

▲ 29

▲ 308

▲ 188

▲ 743

▲ 533

＋ 264

▲ 52

1,725 2,020

1,509

2,666

区    分

3,069 3,216

平成20年度末

8,875

6,208

26,566

平成20年度末

100.0

▲ 39

678

28.4

3.9

380 0.6

19,055

4.3

1.82.2 1,181

5571.0

4,036

191

2,902

8.9

39,313 58.7

2

0.5

0.0

平成21年度中間期末

金　額 占率

平成21年度
中　間　期

資産の増減

平成21年度中間期末

67,104

2

331

金　額

344

▲ 215

1,736

0.0

▲ 284

3,192

39.7

4.8

40,262

26,747

＋ 15.0

▲ 0273 272

39,677

平成20年度末

1,190

＋ 1

▲ 321

＋ 31.5 ▲ 68

＋ 2

1,190

＋ 298

16,489

―

＋ 568

（Ａ）－（Ｂ）

＋ 124

＋ 294

＋ 226

（Ａ）

3,353

765

▲ 177

28,669

―

6,862

＋ 17.1

前年度末比
増減額

500

0.3

10,242

―

▲ 1

＋ 869

19,799

占率

29.5

平成21年度
中 間 期 末

損益計算書計上

後価額 （Ｂ）

762

9,943

前年度末比
増減率

502

―

28,101

▲ 19
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 ５．基礎利益、ソルベンシー・マージン比率および実質純資産額

　(１) 基礎利益とその内訳（三利源）
（単位：億円、％）

基礎収益

保険料等収入〔再掲〕

資産運用収益　（注１）

その他経常収益

うち責任準備金戻入額　（注２）

基礎費用

保険金等支払金〔再掲〕

責任準備金等繰入額

資産運用費用　（注３）

事業費〔再掲〕

その他経常費用〔再掲〕

基礎利益 ①

逆ざや額

危険差益

費差損益

キャピタル損益 ②

臨時損益 ③

経常利益（▲は経常損失） ①＋②＋③

（注）１． 損益計算書上の資産運用収益から、キャピタル収益に区分される科目を控除した数値です。
２． 損益計算書上の責任準備金戻入額に、臨時費用である「危険準備金繰入額」等を加算した数値です。

なお、変額年金保険等の最低保証に係る責任準備金の繰入・戻入額は、平成２０年度中間期：１８８
億円の繰入、平成２１年度中間期：２１１億円の戻入となっています。損益計算書上、責任準備金の
戻入・繰入はネットで計上されます。

３． 損益計算書上の資産運用費用から、キャピタル費用に区分される科目を控除した数値です。

　(２) ソルベンシー・マージン比率
（単位：億円）

ソルベンシー･マージン総額　 （Ａ）

資本金等

価格変動準備金

危険準備金

一般貸倒引当金

土地の含み損益×85%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

負債性資本調達手段等

控除項目

その他

リスクの合計額 （Ｂ）

保険リスク相当額　 　 R1

第三分野保険の保険リスク相当額 R8

予定利率リスク相当額　 R2

資産運用リスク相当額　 R3

経営管理リスク相当額　 R4

最低保証リスク相当額 R7

ソルベンシー･マージン比率
　　　（Ａ）　　　
（１／２）×（Ｂ）

（注）１． 上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条および平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて
算出しています。（「全期チルメル式責任準備金相当額超過額」は告示第５０号第１条第３項第１号
に基いて算出しています。）

２． 「最低保証リスク相当額」は、標準的方式を用いて算出しています。

　(３) 実質純資産額
（単位：億円）

実質純資産額

以上

【ソルベンシー・マージン比率】
○有価証券含み損益の大幅な改善を主因として、ソ
　ルベンシー・マージン総額は、前年度末から
　１，１１９億円増加の５，６０５億円。
○リスクの合計額については、国内株式の時価上昇
　の影響により資産運用リスクが増加したこと等に
　より、前年度末から７９億円増加の１，５６９億
　円。
○以上の結果、ソルベンシー・マージン比率は前年
　度末から１１２．０ポイント上昇して７１４．０
　％となった。

【基礎利益】
○投資信託の分配金や国内株式の配当の減少により
　利息及び配当金収入が減少したこと等に伴って逆
　ざや額が増加し、また、付加保険料の減少等によ
　り費差損を計上するという減少要因があった。
○基礎利益全体としては、変額年金保険等の最低保
　証に係る責任準備金を２１１億円戻入し、危険差
　益を押し上げたことを主因として、前年同期比
　３５６．７％増加（２５６億円増加）の３２７億
　円となった。

＋ 4

1,635

400

▲ 284

1,287

498

平成20
年度末

＋ 13

31

＋ 7

＋ 96

101 ▲ 2

379

【実質純資産額】
○有価証券含み損益の改善により、前年度末から
　１，２５９億円増加の４，２６６億円となった。
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1,569

▲ 215

5,605

7

74

282 ▲ 8

―

387

1,812

21

―

▲ 68

―

―

2

▲ 540

▲ 21

▲ 36

▲ 222

▲ 0

▲ 49

611

513

17

平成20年度末
平成21年度
中 間 期 末

―

727

290

387

74

1,490

53

▲ 126 222

3,006 4,266

その他有価証券の評価差額×90%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

823

103

602.0%

1,635

▲ 27

▲ 284

71 327

338 697

5,212

平成20年度
中　間　期

3,899

3,718

286

1

769

295

543

5,140

＋ 476

▲ 13.8 ▲ 710

▲ 215

▲ 145140

3,183

―

＋ 256

＋ 359

＋ 20.7

＋ 106.0

▲ 58

▲ 44

＋ 356.7

▲ 83.5 ▲ 428

▲ 6.0

▲ 31.4

273

▲ 342

4,430

3,495

575

1

84

―

▲ 15.3

＋ 348

平成21年度
中間期末

ﾎﾟｲﾝﾄ

261

▲ 63

▲ 41

＋ 85▲ 57.2

4,486

▲ 148

項    目

＋ 2

＋ 112.0714.0%

▲ 4

55

▲ 18.4

1,246

▲ 50.9

327

＋ 61.9

▲ 39.7

4,757

平成21年度
中　間　期

▲ 8.7

前年同期比
増減率

▲ 454

前年同期比
増減額

▲ 715

▲ 6.0

▲ 8

▲ 7.4

＋ 1,038

＋ 79

＋ 1,259

前年度末比
増減額

＋ 1,119

＋ 142

＋ 10

1,309

1,955

前年度末比
増減額

×１００

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++

 【変額年金等の最低保証に係る責任準備金の
　繰入・戻入】
・資産運用の結果、積立金が所定の最低保証額
　を下回った場合、将来の給付を確実に実施す
　るために必要な額を責任準備金に繰り入れ、
　運用環境が改善した場合は戻入されます。
・平成２１年度中間期は、運用環境の改善によ
　り、２１１億円の戻入となっています。
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